
年 月

１．事業概要

（１）事業の現況

①給水

②施設

③料金

料金表(税込）

１００㎜ ６４，８００円

１５０㎜ １５１，２００円

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

　　平成　５年　４月　１日

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

５０㎜ １７，０６４円 ５１㎥～８０㎥ ２２１円

７５㎜ ３９，２０４円 ８１㎥以上 ２７５円

２５㎜ ３，６７２円

４０㎜ １１，３４０円 ２１㎥～５０㎥ １８３円

１３㎜ ８４７円

２０㎜ ２，３２２円 １㎥～１０㎥ ７０円

（平成28年度末実績）

水道料金は、基本料金と水量料金を設定している。
基本料金は、口径別料金（基本水量はなし）、水量料金は、使用水量に応じて５段階の逓増
料金となっている。

メーターの口径 基本料金（１月） 水量料金（１㎥当たり）

１１㎥～２０㎥ １０８円

施 設 能 力 32,800 ㎥／日 施 設 利 用 率 66.93

（平成28年度末実績）

水 源  □ 表流水， □ ダム，　□ 伏流水， ☑ 地下水， ☑ 受水，　□ その他  　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数

管 路 延 長 421.34 千ｍ
配水池設置数

％

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用
現 在 給 水 人 口 63,469 人

有 収 水 量 密 度 2.76 千㎥／ha
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津島市水道事業経営戦略

団 体 名 ： 津島市

事 業 名 ： 津島市水道事業

39 年度

供 用 開 始 年 月 日 　　昭和　31年　10月　２日 計 画 給 水 人 口 68,500

策 定 日 ： 平成 29 12

計 画 期 間 ： 平成 30 年度 ～

人
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④組織

上下水道部組織図　（　）内の数値は人数

上水道事業会計人数　７人

下水道事業会計人数　２人

上水道事業会計人数　７人

下水道事業会計人数　８人

職員年齢構成（部長除く）

（２）これまでの主な経営健全化の取組

上下水道部職員数（部長除く） （各年度４月１日現在）

27 24

広域化
津島市は、平成25年7月に愛知県が設置した「愛知県水道広域化研究会議」の構成員として、参加しております。
研究会議は年１、２回、ブロック会議は年３回開催されて、広域化に関する研究、検討を行っております。

繰上償還（公的資金補償金免除）
平成19年度に年利７％以上、平成22年度に年利６％以上の企業債について、繰上償還を行い、62百万円の経費
削減を図りました。

計 33 30 29 28 26

下水道課 6 11 10 10 10 10 廃止

工務課 12 12 12 11 10

管理課 15 7 7 7 6 6 9

11 15

24

民間活用
民間業者のノウハウを活用し、コスト縮減を図る目的で民間活用をしました。
料金収納・検針・開閉栓等の営業関連業務について、平成24年度から複数年（３年間）契約で業務委託を始めまし
た。また、平成27年度からは、５年間の複数年契約により、安定した業務を継続しています。検針業務の民間委託
に伴い、検針員の雇用も民間業者が行うこととなりました。
配水場の運転管理業務について、平成13年度より単年度契約で業務委託、平成20年度より複数年（３年間）契約、
平成26年度からは、５年間の複数年契約により、安定した業務を継続しています。

定員管理
上下水道部の定員については、全庁的な津島市財政改革行動計画（平成18年度～平成27年度）により、職員の適
正な定員管理を実施しました。また、定員管理計画と併せて、通勤手当、住居手当、地域手当等も見直し、人件費
の抑制も図りました。
なお、上下水道部の実職員数は、次のとおりです。

H23 H24 H25 H26 H27 H28

計 4 4 10 4 2

H29

（１５）

平成29年４月１日現在

会計
区分

２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 計

14

下水道 3 2 3 1 1 10

上水道 1 2 7 3 1

組織体制（上下水道部）は、１部２課で、職員数は、25人です。（部長、下水道事業部門職員及び再任用職員を含
む。）
　管理課（１グループ）：上下水道事業の経理全般、部内庶務関係
　工務課（１グループ）：上下水道事業の工事工務、配水場及び処理場の管理
上水道事業部門職員の人員は、14人です。

上下水道部 管理課

（１） （９）

工務課
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）給水人口の予測

（２）水需要の予測

有収水量

6,640,132有収水量予測 6,863,028 6,828,235 6,814,234 6,770,608 6,745,600 6,720,592 6,713,928 6,670,576

有収水量実績 7,318,082 7,196,047 6,964,351 6,892,391 6,935,729

年度 H24 H25 H26 H27 H28

平成28年度の有収水量は、平成24年度と比較すると382,353㎥（５．２％）の減少となっています。この要因は、給水
人口の減少や節水意識の高まりなどによるものと考えられます。
水需要の予測については、平成29年度以降、1人１日平均有収水量の推計値を297.89ℓとし、給水人口に乗じて有
収水量を算出しています。
平成39年度の有収水量は6,599,449㎥となり、平成28年度実績と比較すると336,280㎥（４．８％）の減少となります。

（単位：㎥）

年度 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H38 H39

6,610,775 6,599,449

H36 H37

H38 H39

給水人口実績 65,469 64,920 64,243 63,901

年度 H24 H25 H26 H27

63,469

H35

H28

給水人口予測 63,120 62,800 62,500 62,270 62,040 61,810 61,580 61,350 61,070 60,800 60,530

H36 H37

経営比較分析表（平成27年度）は、別紙のとおりです。(別紙１）

平成28年度の各指数及び分析は、次のとおりです。
１．経営の健全性・効率性
経常収支比率114.5%、累積欠損金比率0％で、収益性は確保されています。
流動比率402.1％で、短期的な債務に対する支払能力は堅持されています。
企業債残高対給水収益比率214.1％、更新事業が継続しており、企業債残高が増えて前年度より上昇しています。
料金回収率113.6％、100％を超えているが、給水収益が減少しており、引き続き費用削減に努める必要がありま
す。なお、給水原価は149.5円であります。
施設利用率66.9％、有収率86.6％、有収率は、前年度の全国平均及び類似団体平均より下回っている状況であ
り、有収率向上のため、老朽管の更新及び漏水調査を実施してまいります。
２．老朽化の状況
有形固定資産減価償却率52.1％、管路経年化率33.1％、管路更新率0.81％で、管路経年化率は、平均値を上
回っている状況であります。現在、配水場の更新を優先的に進めておりますが、管路に関しては老朽化が進行して
いくため、計画的な更新を進めていく必要があります。

給水人口の予測については、平成28年３月策定「津島市人口ビジョン」の推計値に基づいて算出しています。
計画目標年度（平成39年度）には、60,530人となり、平成28年度実績と比較すると2,939人（４．６％）の減少となりま
す。

年度末人口 （単位：人）

年度 H29 H30 H31 H32 H33 H34
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（３）料金収入の見通し

水道料金

供給単価

（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

３．経営の基本方針

供給単価実績 170.00 170.18 169.39

津島市水道ビジョンに掲げた事業（施設・設備、管路の更新）計画により、着手実施しているところです。
主な事業
又吉配水場の更新：平成27年度着手の計画で、電気棟の増築、電気・機械設備の更新、配水池の撤去等を行うも
のであります。
配水管の耐震化：平成25年度から平成34年度までを補助事業の計画で、配水場から重要給水施設（拠点医療施
設、先行開設避難所となる８小学校）の配水する水道管の耐震化を図るものです。

上下水道部は、現在までに各種業務の見直し、民間活用による業務委託等により、職員削減及び機構改革を実施
しました。平成29年度より25名（平成28年度28名）の体制で上水道事業及び下水道事業を運営しています。
災害・事故等の非常時の対応を考慮し、職員を配置していきます。

津島市水道事業では、「つながる水、信頼の水、まもる水、津島市の水道」を基本理念とし、基本理念の実現に向け
て、４つの施策目標を掲げ、施策の展開を図っていきます。
①安全でおいしい水の供給
　安全でおいしい水を供給できるように、きめ細やかな水質管理システムの構築を目指します。
②安定した水の供給
　平常時の安定供給はもとより、災害等の非常時にも給水優先度が高い施設や一定の利用者に対し確実に給水を
確保できるようなシステムの構築を目指します。
③持続可能な経営体制の確保
　拡張から維持管理の時代へ変換する中で、多様化するニーズに応え、後世に負担のかからない経営システムを
目指します。
④環境にやさしい水道
　環境にやさしい水道事業運営を行うために、設備の省電力化・再生可能エネルギーの導入を検討し、環境負荷の
低減となるシステムを目指します。

H28

1,145,201 1,140,955 1,139,824 1,132,464 1,127,295 1,122,311水道料金予測 1,165,136 1,159,229 1,156,853 1,149,446

169.45

水道料金の予測は、平成28年度実績の供給単価１６９．７7円を有収水量に乗じて算出しています。
平成39年度の水道料金は1,120,388千円となり、平成28年度実績1,177,451千円と比較すると57,063千円（４．８％）
の減少となります。

（単位：千円）

年度 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

169.77

1,120,388

（単位：円）

年度 H24 H25 H26 H27
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４．投資・財政計画（収支計画）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

その他の取組
今後、策定予定の新水道ビジョンと経営戦略をリンクさせ、長期的な事業経営を検討して
まいります。

施設・設備の合理化
（スペックダウン）

配水場の更新と合わせ、ポンプ施設の管理費等の経済性を考慮し合理化を図ってまいり
ます。

施設 ・設備の長寿命
化等の投資の平準化

定期的な点検・診断データに基づき更新計画を策定し、事業費の平準化を検討してまい
ります。

広    域    化
市域を超えた統合は、多くの課題があり、困難な状況であるが、今後も、近隣団体との連
携方法等を協議してまいります。

料金収入：平成29年度は決算見込額、平成30年度以降は、給水人口見込により予測し積算している。
国庫補助金：耐震化事業に係る補助金で、事業費の３分の１を平成30年度から平成34年度まで見込んでいる。
企業債：企業債残高及び元利償還を考慮し、経営悪化とならないよう範囲内で、各年の借入額を見込んでいる。

職員給与費：平成32年度から１名減として計上している。
動力費：平成29年度決算見込額を基に次年度以降を計上している。
修繕費：施設更新の結果により、計画的な修繕を図れることを見込んで計上している。
減価償却費：平成28年度までの取得分の減価償却額と平成29年度以降の取得予定額に係る減価償却見込額を計
上している。
支払利息：平成29年度以降の新規企業債は、５年毎見直しの条件で現行利率（年0.01％）で積算している。

民 間 の 資 金 ・
ノウハウ等の活用

（PFI・DBOの導入等）
先進事例等の情報を収集し、調査研究してまいります。

施設・設備の廃止・統合
（ダウンサイジング）

基幹管路の更新につきましては、引き続き重要度の高い個所から重点的に耐震化を進
め、適正な口径となるよう図ってまいります。

目 標 安定した水の供給

重要給水施設配水管改良（耐震化）事業:給水優先度の高い施設（拠点医療施設・先行開設避難所等）へ配水する
基幹配水管の耐震化を平成25年度から着手しており、平成30年度から平成34年度までの５年間で、8億円を予定し
ている。
又吉配水場更新事業:電気・機械設備の更新及び配水池の更新を平成27年度から着手しており、平成30年度から
平成33年度までの４年間で、4億円を予定している。
神守配水場更新事業:電気設備の更新を平成35年から着手予定、平成38年までで、7億円を予定している。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 持続可能な経営体制の確保

（１）投資・財政計画（収支計画）：　別紙のとおり(別紙２．３）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職 員 給 与 費 職員給与費については、時間外手当等の削減により抑制を図ってまいります。

そ の 他 の 取 組 漏水調査により、有収率の向上に努めます。

経営戦略の事後検証、
更 新 等 に 関 す る 事 項

決算状況や経営比較分析表により、毎年度進捗管理を行います。事業計画が大きく変わ
る場合は、経営戦略の見直しを行います。

委 託 料
民間委託している営業関連業務及び配水場の運転管理業務の業務内容を精査し、コス
ト削減を図ります。

修 繕 費
計画的な保守・点検により、事故等の未然防止を図り、引き続き経費の削減に努めてまい
ります。

動 力 費 省エネルギーに対応した機器選定に努め、動力費の節減を検討してまいります。

繰 入 金 引き続き、基準内繰入のみでの経営に努めます。

資産の有効活用等に
よる収入増加の取組

資金運用については、今後も、金融機関の定期預金により運用してまいります。

そ の 他 の 取 組
下水道会計からの負担金（料金徴収業務に係るもの）について、見直し検討してまいりま
す。

料 金 現時点においては、料金の改定は検討していません。

企 業 債 後年度の費用負担の平準化を図るため、企業債の借入れ規模を抑制してまいります。
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別紙１　1

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
愛知県　津島市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

2,553.77 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A4 64,074 25.09

 収納率向上や経費削減に努めており、②欠損金を
発生させることなく健全な運営を行っております。
また、⑥給水原価や⑦施設利用率が示すとおり、費
用、施設共に効率的な運用を行っております。
　しかし、給水収益が年々減少傾向にあることか
ら、平成27年度では、①経常収支比率が類似団体平
均値より1.3％ほど低い結果になりました。
　また、④債務残高は類似団体の平均値より低く推
移しておりますが、老朽化した管路・設備にかかる
費用が増大していくため、緩やかに上昇していくと
想定されます。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2,546.87 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 59.81 100.00 2,627 63,901 25.09

2. 老朽化の状況について

 ②管路経年化率が高めであり、更新がやや遅れぎ
みとなっております。
　平成27年度は、配水場の更新などの事業を優先的
に行ったため、③管路更新率が類似団体の平均より
0.02％ほど低い結果になりました。
　管種・用途により長く使用できる管もあると見込
まれるため更新の必要性を考慮しながら、管路の健
全度向上に努めます。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

 現状の経営は健全に運営されているが、人口の減
少に伴う給水収益の減少に加え、老朽した管路・設
備の更新に多額の費用が必要となっており、経営を
圧迫しつつあります。
　今後は、更なる経費削減や有収率の向上に努める
と共に、投資可能額を最大限効率的に運用すること
により健全な経営の維持に努めます。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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①経常収支比率(％) 
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【113.56】 【0.87】 【262.74】 【276.38】 

【89.95】 【59.76】 【163.72】 【104.99】 

【47.18】 【13.18】 【0.85】 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙２

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 27年度 28年度 29年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 1,172,785 1,183,156 1,170,793 1,164,684 1,162,563 1,155,156 1,150,911 1,146,665 1,145,534 1,138,174 1,133,005 1,128,021 1,126,098
(1) 1,167,884 1,177,451 1,165,136 1,159,229 1,156,853 1,149,446 1,145,201 1,140,955 1,139,824 1,132,464 1,127,295 1,122,311 1,120,388
(2) (B)
(3) 4,901 5,705 5,657 5,455 5,710 5,710 5,710 5,710 5,710 5,710 5,710 5,710 5,710

２． 98,925 100,238 83,612 89,077 90,343 91,311 92,401 93,134 94,262 94,011 93,702 93,748 93,747
(1) 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

(2) 84,068 84,836 81,347 82,164 83,379 84,334 85,411 86,132 87,248 86,991 86,679 86,723 86,720
(3) 14,857 15,402 1,665 6,313 6,364 6,377 6,390 6,402 6,414 6,420 6,423 6,425 6,427

(C) 1,271,710 1,283,394 1,254,405 1,253,761 1,252,906 1,246,467 1,243,312 1,239,799 1,239,796 1,232,185 1,226,707 1,221,769 1,219,845
１． 1,095,422 1,080,295 1,156,077 1,199,776 1,173,505 1,174,939 1,179,096 1,185,961 1,189,150 1,186,932 1,185,909 1,195,244 1,200,632
(1) 104,171 94,351 114,037 111,406 113,155 105,394 107,477 109,603 110,687 111,732 112,978 114,104 115,202

45,817 51,727 57,561 58,894 59,651 55,321 56,447 57,596 58,182 58,774 59,372 59,975 60,585
20,000 8,848 2,800 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600
38,354 42,624 47,628 52,512 50,704 47,473 48,430 49,407 49,905 50,358 51,006 51,529 52,017

(2) 762,827 744,993 802,488 798,719 752,724 755,350 749,279 746,910 747,143 744,679 740,717 736,357 727,900
47,586 37,573 37,848 46,300 46,624 46,950 47,279 47,610 47,943 48,279 48,617 48,957 49,300
84,353 75,567 110,572 98,000 80,000 80,000 75,000 75,000 75,000 75,000 70,000 68,000 65,000

798 958 1,312 1,571 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
630,090 630,895 652,756 652,848 625,100 627,400 626,000 623,300 623,200 620,400 621,100 618,400 612,600

(3) 228,424 240,951 239,552 289,651 307,626 314,195 322,340 329,448 331,320 330,521 332,214 344,783 357,530
２． 46,292 41,104 34,487 29,419 25,536 22,103 18,569 15,138 12,083 9,915 7,913 6,583 5,427
(1) 46,291 41,103 34,487 29,419 25,536 22,103 18,569 15,138 12,083 9,915 7,913 6,583 5,427
(2) 1 1

(D) 1,141,714 1,121,399 1,190,564 1,229,195 1,199,041 1,197,042 1,197,665 1,201,099 1,201,233 1,196,847 1,193,822 1,201,827 1,206,059
(E) 129,996 161,995 63,841 24,566 53,865 49,425 45,647 38,700 38,563 35,338 32,885 19,942 13,786
(F)
(G) 30,000 30,000
(H) △ 30,000 △ 30,000

99,996 131,995 63,841 24,566 53,865 49,425 45,647 38,700 38,563 35,338 32,885 19,942 13,786
(I) 117,586 131,996 63,841 24,566 53,865 49,425 45,647 38,700 38,563 35,338 32,885 19,942 13,786
(J) 1,564,421 1,565,281 1,683,489 1,607,000 1,598,000 1,590,000 1,585,000 1,585,000 1,585,000 1,585,000 1,584,000 1,584,000 1,584,000

71,821 46,352 46,802 46,400 46,200 46,000 45,800 45,700 45,700 45,700 45,700 45,700 45,700
(K) 688,088 389,244 591,490 677,000 591,000 599,000 603,000 579,000 541,000 602,000 626,000 502,000 454,800

154,515 145,498 137,127 137,790 162,784 228,842 239,825 227,706 234,400 228,088 224,868 221,951 108,035

508,052 216,492 423,300 509,200 400,300 343,200 335,400 322,400 277,100 343,700 378,000 246,200 315,800
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,172,785 1,183,156 1,170,793 1,164,684 1,162,563 1,155,156 1,150,911 1,146,665 1,145,534 1,138,174 1,133,005 1,128,021 1,126,098

(N)

(O)

(P) 1,172,785 1,183,156 1,170,793 1,164,684 1,162,563 1,155,156 1,150,911 1,146,665 1,145,534 1,138,174 1,133,005 1,128,021 1,126,098

30年度 31年度 32年度 33年度 39年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

34年度

長 期 前 受 金 戻 入

35年度 36年度 37年度 38年度

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

流 動 資 産

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

別紙３

（単位：千円）

年　　　　　度 27年度 28年度 29年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． 422,600 307,400 828,900 313,000 160,000 180,000 180,000 100,000 50,000 220,000 280,000 260,000 100,000

２．

３．

４．

５．

６． 38,532 19,804 22,638 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000

７．

８． 27,232 35,342 36,173 40,766 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

９． 29,840 24,084 20,325 22,615 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000

(A) 518,204 386,630 908,036 421,381 258,000 278,000 278,000 198,000 103,000 273,000 333,000 313,000 153,000

(B)

(C) 518,204 386,630 908,036 421,381 258,000 278,000 278,000 198,000 103,000 273,000 333,000 313,000 153,000

１． 578,869 263,301 1,220,092 541,557 353,690 369,957 370,388 308,828 207,053 367,279 417,508 397,739 247,972

16,737 18,058 18,232 25,471 20,929 21,557 21,988 22,428 22,653 22,879 23,108 23,339 23,572

２． 155,963 154,515 145,498 137,127 137,790 162,784 228,842 239,825 227,706 234,400 228,088 224,868 221,951

３．

４．

５． 2,854 1,467 1,467 3,334 3,334 4,091 4,091 4,091

(D) 734,832 420,670 1,367,057 680,151 494,814 536,075 603,321 552,744 438,850 601,679 645,596 622,607 469,923

(E) 216,628 34,040 459,021 258,770 236,814 258,075 325,321 354,744 335,850 328,679 312,596 309,607 316,923

１． 160,221 18,281 372,081 220,670 206,599 226,439 293,685 328,744 319,123 297,406 276,778 275,607 296,559

２．

３．

４． 56,407 15,759 86,940 38,100 30,215 31,636 31,636 26,000 16,727 31,273 35,818 34,000 20,364

(F) 216,628 34,040 459,021 258,770 236,814 258,075 325,321 354,744 335,850 328,679 312,596 309,607 316,923

(G)

(H) 2,368,477 2,521,362 3,204,764 3,380,637 3,402,847 3,420,063 3,371,221 3,231,396 3,053,690 3,039,290 3,091,202 3,126,334 3,004,383

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 27年度 28年度 29年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

4,143 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090

4,143 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090

4,143 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090 5,090

30年度 31年度 32年度 33年度 39年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

34年度

工 事 負 担 金

35年度 36年度 37年度 38年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

30年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

38年度 39年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度31年度


